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2011 年 5 月〜2015 年 3 月まで約 4 年間にわた

りたずさわった、JICA「スーダン国カッサラ州

基本行政サービス向上による復興支援プロジェク

ト」（以下、K-Top）の農業・生計向上クラスタ

ーにおいてもデモ圃場における技術展示は重要な

普及手法・ツールとして機能した。ただし、ここ

では単なる技術展示にとどまらず、さらにふみこ

み農家の能動性・主体性をひきだすしかけとして

試行したので、その事例を紹介したい。 

まずはプロジェクト背景の説明であるが、スー

ダンは長年、欧米からテロ支援国家の烙印をおさ

れてきた関係で、他ドナーの援助形態は人道（緊

急）型に限定されてきた。それに対して、日本の

援助は開発型技術協力に特徴があり、それ自体が

ユニークな方法と評価されていた。K-Top は

2005 年の東部紛争和平協定後の「復興支援」を

うたって策定され、農業・生計向上分野では、州

農業省の要請で「経済成長」と「貧困撲滅」の 2

軸とし、園芸から機械化農業、洪水灌漑から伝統

的天水、さらに生計向上活動までと多様な地区と

テーマで開始された。ただ東部紛争は、スーダン

のダルフール紛争や南スーダン独立戦争とくら

べ、わりと短期間の軽微な紛争であったことか

ら、実施段階では現実的な「開発」に転換した。 

さて、K-Top の農業・生計向上分野では、上述

の多様なテーマ・地区で、「開発」を念頭にデモ

圃場を設計するなかで、しだいに当該農家が受動

的であることに気づくことになる。それもそのは

ず、州農業省サービスや NGO 等をふくめた、他

ドナーの支援形態が「人道・緊急型」であり、プ

ロジェクトとはモ

ノ・カネを配布する

のが主流となってい

たのである。したが

って、そのような一

方的な援助にさらさ

れる農家が受け身に

なるのはやむをえないことであった。農家は支援

がつづくあいだは物資等の配布をうけ、終了する

と、元の木阿弥。技術はなにも残らない、農家側

に態度変容が生じない、次の支援をひたすら待

つ、という受動連鎖の悪循環がそこでは指摘され

ていた。 

こうした実情から、K-Topでは「開発型」とし

て受益者負担のデモ圃場モデルを提案・実施して

いった。1 年目は純粋に技術デモであり、展示に

かかる費用負担はプロジェクトが全額を負う。た

だし、2 年目以降は、受益者負担の原則を段階的

にとりいれた。たとえば園芸地区・洪水灌漑地区

では、ペイバック方式とし、種子代・肥料代等の

初期投入はプロジェクトで支援するが、収穫・販

売を通し利益があがれば、2 年目のデモ農家は費

用の全額を州農業省に返済する。返済された資金

は基金として州農業省は翌年のデモ圃場の元手と

して活用するという循環システムを生みだした。

また伝統的天水地区は、カッサラ州のなかの貧困

地区であり、ウォ－ターハーベストの土堤テラス

造成の技術支援をおこなったが、翌年以降は外部

からの一方的な投入ではなく農家に対してコスト

シェア方式として、費用の一部負担をもとめた。 

デモ圃場は、協力期間だけ技術展示をおこなう

ものでなく、相手国政府や農家にとって持続性な

いし発展性のあるものでなければならないとおも

われる。州農業省側と農家側が相互に費用負担す

ることで、サービスの安定性・持続性につながる

のであれば、それにこしたことはない。K-Top の

デモ圃場では、「デモ圃場」という「宝くじ」に

あたるラッキーな農

家で終わらせるので

はなく、つぎなる

「デモ圃場」を生み

だす堅実な参加型モ

デルをめざしたので

あった。  フィールドデイ風景 農家への費用負担の説明 


